
5-1

H29 H30 R1 R2 R3

1 1件 - - - - 1件 - 6件

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,704 千円）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 1,622 1,566

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

616 616 616

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 1,622 1,566 1,622

一般財源 0 0 0

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

内

訳 その他 1,006 950 1,006

R4予算

1,006 950 1,006

国道支出金

地方債

事業費　（＝下記内訳計）

R3予算 R3決算

活動指標名
計画値
（R2）

実績値
目標値
（R2）

目標値
（R7）

新規就農者への補助件数

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

農家の減少や高齢化、担い手不足等が早急の課題となっていることから、旺盛な営農意欲と優れた
経営管理技術を備えた新規就農希望者の就農を推奨するとともに、根室市の基幹産業の中核的担
い手として育成し、農業の振興と地域の活性化を図る

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

多額の初期投資を要する就農初期段階の経費の補助により、新規就農時における経営の安定化及
び根室市における新規就農者の定着・増加

３　事務事業の現状

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

農業者

対象者の今後の予想 同程度

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 農林漁業の担い手対策

施策目標 豊かな農林漁業を次世代につなぐ

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和３年度】

主管課名（担当名） 農林課（農政担当）

事務事業名 新規就農者確保対策事業 事業番号 11465



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和４年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

根室市新規就農者リース料支援事業補助金に基づき実施するものであり、他の事業との統合の可
能性はない。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

新規就農者が就農する際に係る費用の補助事業ではあるが、費用の主体は新規就農者である。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

燃油価格及び物価上昇に伴い新規就農に係る費用も高騰しているため貸付料の上限額を増加させ
る等、新規就農者への負担軽減を見直す必要がある。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

新規就農に係る費用については、本人負担である。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

新規就農に係る経費を補助することにより、経営の安定化を図ることができる。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

補助事業は農林水産省及び北海道並びに市町村が事業主体のため不可能である。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

今後の動向・市民ニーズなど
国・道の補助金事業をより市民に周知することや、根室市独自の補助金等を策定する事で新規就農
に係る費用を軽減し、より就農しやすい環境整備を行う。



5-1

H29 H30 R1 R2 R3

1 2組 0組 0組 0組 0組 0組 5組 8組

2 12名 6名 9名 9名 0名 0名 20名 20名

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,704 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和３年度】

主管課名（担当名） 農業委員会

事務事業名 農業後継者対策事業 事業番号 10790

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 農林漁業の担い手対策

施策目標 豊かな農林漁業を次世代につなぐまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

農業後継者

対象者の今後の予想 減少

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

「ファームｉｎねむろ」（農業後継者と都市女性との交流会）

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

農業後継者の成婚を図る

３　事務事業の現状

実績値

農業後継者の成婚

「ファームｉｎねむろ」等参加者数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R3予算 R3決算 R4予算

350 350 350

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 350 350 350

一般財源 0 0 0

人員（人工） 0.20 0.20 0.20

1,541 1,541 1,541

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 1,891 1,891 1,891

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） - -

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） - -



□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

令和３年度より根室市畜産業活性化推進事業との統合

作成年月日 令和４年６月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 参加者より負担金を徴している

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など 令和３年度より根室市農畜産業活性化推進事業との統合

今後の動向・市民ニーズなど 農業者の高齢化・後継者不足の中で将来の農業の発展を図る

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
■見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　■統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

関連機関と連携を図りながらじぎょうを進めていく

■ある　　□一部ある　　□ない

事業参加者の成婚実績がある

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　■一部可能　　□不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

出会いの機会を増やし、多くの女性と交流を図りたい

■ある　　□一部ある　　□ない

根室市農畜産業活性化推進事業と統合することにより、効率的な事業を行うことができる

■ある　　□一部ある　　□ない



5-1

H29 H30 R1 R2 R3

1 70人 93人 129人 77人 14人 18人 70人 70人

2 - 14人 15人 19人 24人 27人 50人 100人

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,704 千円）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 76 76

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 51 51

616 616 616

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 1,366 1,366 1,516

一般財源 0 0 0

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

内

訳 その他 750 750 900

R4予算

750 750 900

国道支出金

地方債

新規漁業就業者数

事業費　（＝下記内訳計）

R3予算 R3決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値
目標値
（R2）

目標値
（R7）

協議会事業参加者数

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

①栽培漁業及び養殖漁業の推進
②担い手育成・確保と労働力確保対策
③衛生管理の向上と根室産水産物の消費拡大

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　国際的な漁業規制等による漁獲量の減少、魚価の低迷、全国的な魚離れ、燃油・資材価格の高騰
などにより漁業を取り巻く環境は厳しい状況にある中、将来を見据えた安定的な生産構造と豊かな
沿岸資源を最大限活用した持続的で安定的な生産体制の構築を図る。

３　事務事業の現状

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

漁業者

対象者の今後の予想 減少傾向

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 農林漁業の担い手対策

施策目標 　豊かな農林漁業を次世代につなぐまち

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和３年度】

主管課名（担当名） 水産振興課（水産振興担当）

事務事業名 みらいの活力応援事業 事業番号 12650



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和４年６月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　現状ではない。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

　根室市漁協青年部連絡協議会及びねむろの未来を拓く漁業対策協議会においては、加盟団体か
ら負担金を募っている。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　現状ではない

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　現状ではない。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

　当市水産業の将来を担う、根室市漁協青年部連絡協議会において、自分たちが漁獲した水産物
PR・販売促進活動に加え、定期的に漁港清掃を実施するなど、自己研鑽及び資質向上に向けた取り
組みを着実に実行している。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

　当市の基幹産業に直結する案件であることから、市が実施すべきである。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など
　新規漁業就業者の獲得を目指すため、道内外で開催されている「漁業就業者フェア」に地元漁業関
係者が参加しやすい環境を整備することを目的として、新たに旅費の助成制度を創設した。

今後の動向・市民ニーズなど
　漁家の所得向上はもとより、担い手の育成・確保、既存の若手漁業者の定着を図る事業展開を着
実に推進する。



5-1

H29 H30 R1 R2 R3

1 1人 - 1人 0人 1人 0人 3人 5人

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,704 千円）

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

総事業費　（＝事業費＋職員人件費）

一般財源

人員（人工）

内

訳 その他

R4予算

国道支出金

地方債

事業費　（＝下記内訳計）

R3予算 R3決算

活動指標名
計画値
（H30）

実績値
目標値
（R2）

目標値
（R7）

酪農従事者（新規・後継者）の確保

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

農畜産物に係る根室ブランドの確立や担い手確保について、農業関係者による協議会を設立し、地
産地消と販売促進のための将来的なブランド化や、担い手確保への課題と問題点、実現方法を検討
し、持続可能な農畜産業を目指した施策を展開する。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

酪農従事に係る担い手の確保に取り組むことで、事業継承や後継者対策など、酪農家の減少に対し
て地域の担い手のモチベーションの維持を図る。また、根室産牛乳の製造など、根室産生乳を活用
した商品開発を行うことでブランド化を図り、農畜産物を活用した地域産業の活性化につなげる。

３　事務事業の現状

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

市民、農業者

対象者の今後の予想 同程度

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 農林漁業の担い手対策

施策目標 豊かな農林漁業を次世代につなぐまち

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和３年度】

主管課名（担当名） 農林課（農政担当）

事務事業名 農畜産業活性化推進事業 事業番号 12769

※再掲（事業費は5-6で計上）



６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和４年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

根室市農畜産業活性化推進協議会において、担い手対策、地域ブランド化事業を実施するものであ
り、他事業との統合の可能性はない。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

本事業は、担い手確保対策、生乳のブランド化の検討を実施しているものであり、受益者から負担を
いただく予定はない。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

根室市農畜産業活性化推進協議会において、農業関係団体等と連携の上、事業を実施していく。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

事業計画に応じ、毎年度、事業費を精査する。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

-

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

■可能　　□一部可能　　□不可能

市、JA、農業者などの農業関係団体を構成員とした「根室市農畜産業活性化推進協議会」におい
て、施策展開を行っていくものである。
また、根室産生乳のブランド化についても農業者自体が生産物の価値をさらに高め、それにより農業
者の所得向上を図る取組であるので市以外が主体となって取組ものである。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など
生乳の地域ブランド化については、市が主体ではなく、農業者自らが6次産業に取組必要があるの
で、農業者の認識の改善から進め、市としても販売戦略のサポートや情報発信するなど協働して取
組んでいく。

今後の動向・市民ニーズなど 全国的な課題となっている農業者の担い手確保および根室産生乳のブランド化を望む要望はある。


